
Ｎｏ． 項目 質問 回答

2

介
護
予
防
型
通
所
サ
ー
ビ
ス

契約日を起算日とした日割
り請求とあるが、例えば４
月まで予防給付、５月から
は第１号事業を利用
①第１号事業契約日を４／
２４とした場合、４／２４
～４／３０は日割り請求を
せず、５月からの月額報酬
となるのか。
②第１号事業契約日を５／
２とした場合、５／２～５
／３１の日割り請求となる
のか。

第１号事業の日割り請求について、契約日を起算日とし
て算定する場合は、新規で第１号事業を利用する方とな
ります。
予防給付から同種類の第１号事業を引き続き利用する場
合は、起算日が契約解除日の翌日となります。
このことから、お尋ねの①、②の例については、４月分
は予防給付で、５月分は第１号事業でそれぞれ月額包括
報酬で算定いただくこととなります。

※質問内容は項目ごとに振り分け、重複した質問はまとめて掲載しています。

※介護予防・生活支援サービス事業は本QAにおいて「生活支援サービス事業」といいます。

1

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

プラン作成に当たって、給
付管理が行われない介護予
防サービス（住宅改修等）
と生活支援サービス事業を
併せて利用した場合、どの
様に請求したらよいのか。

給付管理が行われない介護予防サービス（福祉用具の購
入、住宅改修費の支給）は、介護予防支援費（サービス
コード：46）の支給対象外サービスとされていますの
で、これまでどおり介護保険課が窓口となります。
一方、生活支援サービス事業（ホームヘルプ、デイサー
ビス）は給付管理の対象となり、そのプラン作成に当
たっては以下のとおりとなります。

①給付管理外の介護予防サービス（福祉用具の購入、住
宅改修費の支給）
②給付管理が行われる介護予防サービス（介護予防訪問
看護等）
③給付管理が行われる生活支援サービス事業（ホームヘ
ルプ、デイサービス）

（パターン１）①と②と③の場合
①は介護保険課が窓口、②と③は国保連合会で審査支払
が行われ、そのプラン作成に当たっては、「介護予防支
援費（46）」となる。

（パターン２）①と②の場合
①は介護保険課が窓口、②は国保連合会で審査支払が行
われ、そのプラン作成に当たっては、「介護予防支援費
（46）」となる。

（パターン３）①と③の場合
①は介護保険課が窓口、③は国保連合会で審査支払が行
われ、そのプラン作成に当たっては「介護予防ケアマネ
ジメント費（AF）」となる。

（パターン４）②と③の場合
②、③は国保連合会で審査支払が行われ、そのプラン作
成に当たっては「介護予防支援費（46）」となる。
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3
そ
の
他

（事業対象者として生活支
援サービス事業を利用しな
がら要支援・要介護認定申
請を行う場合）
生活支援サービス事業を利
用していたが、福祉用具や
通リハのサービスが必要と
なり申請し、要支援認定と
なった場合、暫定ケアプラ
ンにて通リハ・福祉用具を
利用していたら給付は受け
られるのか。自費となるの
か。

本市では新規申請における要介護・要支援認定の有効期
間の開始日は、申請日に遡ることとしています。
このことから、お尋ねのことについては、給付が受けら
れることとなります。

4
そ
の
他

第３回説明会の中で「第１
号事業サービス事業者が、
５／２に担当者会議が開か
れ同日契約し、５／４より
サービスを開始した場合の
日割り開始日について」質
問があり、その回答が「契
約日」とありました。この
場合、包括等が作成する
「介護予防サービス・支援
計画書」の期間の開始日が
５／４であった場合も、５
／２より日割を開始してよ
ろしいのでしょうか。
新規利用の場合、上記のよ
うに包括等が作成する「介
護予防サービス・支援計画
書」の期間の開始日がより
前に担当者会議が開かれ、
事業所は契約を実施するこ
とが殆どであるため、計画
書との整合性が保てないと
感じます。

第１号事業における月額包括報酬の日割り請求に関して
は、平成２７年３月３１日付厚生労働省事務連絡「介護
保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付につい
て（確定版）」のⅠ介護報酬改定関係資料の資料９「月
額包括報酬の日割り請求にかかる適用について」にある
とおり、月途中で利用者と契約開始又は契約解除した場
合は、契約日又は契約解除日を起算日とした日割り請求
を行うこととされています。
このことから、お尋ねのことについては、契約日（５月
２日）から日割り請求することとなります。
なお、現在介護予防サービスの介護予防訪問（通所）介
護を利用しており、認定更新で第１号事業の介護予防型
訪問（通所）サービスへ移行する場合は、日割り請求で
はなく、月額包括報酬となりますので、併せてご確認く
ださい。
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5
そ
の
他

２０１７年５月８日に宮崎
市のＨＰにアップされまし
た「第１号事業への移行に
ついての留意点」の内容に
ついてお問い合わせいたし
ます。
項目２の②［新規の利用
者］にて、「平成２９年４
月以降、新規の要支援者は
当初から第１号事業の通所
サービスを利用します。」
との文言がありますが、例
えば、介護保険認定年月日
が平成２９年３月以前で、
デイサービスの利用開始
（契約）日が、平成２９年
４月以降の場合は、第１号
事業に移行したものとし
て、実績・請求を行うので
しょうか。

平成２９年４月２９日付事務連絡「宮崎市介護予防・生
活支援サービス事業（第１号事業）への移行について
（通知）」で周知いたしましたお尋ねのことについて
は、要支援の認定を受けている方の更新時期にあわせて
順次、第１号事業へ移行することとしており、平成２９
年４月以降の有効期間開始日をもつ新規の認定者は、当
初から第１号事業を利用することとしています。
このことから、お尋ねのことについては、平成３０年４
月から第１号事業へすることとなります。

表　第３回説明会（H29.5.2実施分）資料P７より抜粋
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